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理念に基づく長老政治にあるとし（総則 24 条 1 〜 3 段），長老政治は，教会会議
の議員である教師と長老が平等の資格を有し，小会，中会，大会と積み重ねられた
教会会議において教会の全体的統治と見える一致をめざすところにあるものとされ

































に関する権限を有している（各則 72 条 21 号）。
　地区教会は，招聘した牧師のほか，信徒総会において長老を選挙し（各
則 49 条１項）（9），執事を選挙して（各則 57 条）独自の役員を擁するととも















「予算の決定」は小会の権限とされている（各則 72 条 17 号）。
（8）「決算の報告」を受けるのみであって，「決算」を確定し，「決算」を承認することではない。「決
















































































































































名（うち 14 名は教師，13 名は信徒）によって組織する「常議員会」が置かれ（教






















































































117 条 1 項，118 条１項），財政的な自立が求められている。
　「教会」は，「教団」に所属するのであるが，「教団」との直接の関係はなく，すべて「教
区」との関係の中にある。
































































信徒によって組織し（教規 41 条），教会総会に，議長と書記を置く（教規 43 条１
項）ほか，教会に，役員若干名をおいて（教規 45 条１項），「役員会」を組織する（教
規 47 条 1 項）。
　「教会」は，教憲・教規に則って，「教会規則」を制定して，理事長の承認を受け









規 30 条前段），北海道から沖縄まで，16 の地域に分けて置かれている（教規施行
細則 19 項）。
　宣教区は，宣教の使命達成と区内教会の教会形成をめざして，自由な宣教と責任
ある協力を行なうことを目的とし（宣教区規則 1 条 1 項），そのために宣教区会議
を設け（同条２項），宣教区会議の決定に基づいて，区内教会，教団，友好宣教団
体と協力して活動を行なうものとされる（同条 3 項）。
　各区内教会の主任担任教師 1 名および各区内教会で選出された信徒 1 名を宣教
区会議の議員とし（宣教区規則４条１項），宣教区会議には，議長，副議長，書記










則 11 条 1 項，12 条 1 項）選出する者とされ，理事は宣教区役務者になることがで

















































を置き（教規 47 条 1 〜 3 項），教区長が教区を代表し，教区の教務を遂行するも
のとされる（教規 44 条２項）。
　また，教区に属する全教師によって組織される「教区の会議」は，「教区長」に
















































































































































































































































































































































































































































































教区の会計を除外したものでは違法となる（罰則：10 万円以下の過料。88 条 5 項）。
（51）その結果，ある教団では，全国の教区の会計を教団で集計して統合し，所得税，消費税，法人税，
固定資産税などの計算を行ない，納税事務などを行なうとともに，各教区の負担額を割り出
して，各教区から徴収するなどの事務を行なうのに多額の経費と専門的事務職員を必要とし
ており，本来的ではない事務のために多大の負担を強いられている。したがって，教区が独
立の団体と認められればその負担は大幅に軽減されることになる。
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　　　新旧対照表
〈旧〉
（宗教団体の定義）
第二条　この法律において「宗教団体」とは，宗教の教義をひろめ，儀式行事を行
い，及び信者を教化育成することを主たる目的とする左に掲げる団体をいう。
一　礼拝の施設を備える神社，寺院，教会，修道院その他これらに類する団体
二　前号に掲げる団体を包括する教派，宗派，教団，教会，修道会，司教区そ
の他これらに類する団体
〈新〉
（宗教団体の定義）
第二条　この法律において「宗教団体」とは，宗教の教義をひろめ，儀式行事を行
い，及び信者を教化育成することを主たる目的とする左に掲げる団体をいう。
一　礼拝の施設を備える神社，寺院，教会，修道院その他これらに類する団体
二　前号に掲げる団体を包括する教派，宗派，教団，教区，教会，修道会，司
教区その他これらに類する団体
三　前号に掲げる団体を包括する教派，宗派，教団，教会，修道会，司教区そ
の他これらに類する団体
